
担当部署 担当者

直　通 E mail

詳しくは

☞
検索ワード

担当者

連絡先

令和4年5月16日

タイトル
令和４年第２回南島原市議会臨時会を招集し
ました

総務部　総務秘書課 小玉　博邦

0957-73-6621 gyousei@city.minamishimabara.lg.jp
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・条例の一部改正、令和４年度一般会計補正予算 などを

提出いたします。

概要は、別添資料のとおりです。



令和４年第２回南島原市議会　臨時会

　　　○議案の概要　〔P１〕

　参　考　資　料

　南 島 原 市



令和４年第２回南島原市議会臨時会　議案
通し番号

承認第3号
専決処分の承認を求めることについて
（南島原市税条例の一部を改正する条例について）

市 民 生 活 部
税 務 課

承認第4号
専決処分の承認を求めることについて
（南島原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について）

市 民 生 活 部
税 務 課

議案第29号
南島原市議会議員及び南島原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を
改正する条例について

市 民 生 活 部
市 民 課

議案第30号 財産の処分について（堂崎港埋立地）
総 務 部
管 財 契 約 課

議案第31号 令和４年度南島原市一般会計補正予算（第２号）
総 務 部
財 政 課

＊補正予算（案）の概要があります。

＊令和４年３月３１日付けで専決処分した「南島原市税条例の一部を改正する条例」について、議会に報告し承認を求め
るもの。

＊令和４年３月３１日付けで専決処分した「南島原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例」について、議会に報告
し承認を求めるもの。

＊対象の土地の予定価格が２，０００万円以上で、面積が５，０００平方メートル以上のため、南島原市議会の議決に付す
べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を経ようとするもの。

＊公職選挙法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。
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承認第 3号

専決処分の承認を求めることについて

,(南島原市税条例の一部を改正する条例について)

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号) 第 17 9条第 1項の規定に基づき、

別紙のとおり専決処分したので、同条第 3項の規定によりこれを報告し、議会

の承認を求める。

令和 4年 5月 19 日提出

南島原市長 松 本 政 博



専決第7号

専 決 処 分 書

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号) 第 17 9条第 1項の規定により、南
島原市税条例の一部を改正する条例について、別紙のとおり専決処分する。 ,

令和 4年 3月 31 日

南島原市長 松 本 政 博



南島原市税条例の一部を改正する条例

南島原市税条例 (平成18年南島原市条例第43号)の一部を次のように改正す

る 。
・ .

,

第34条の 7第 1項第 1号オ中 「(所得税法施行令の一部を改正する政令 (平

成20年政令第155号)附則第13条第 2項の規定によりなおその効力を有するも
・

・
.

のとされる改正前の所得税法施行令第217条第 1項第 2号及び第 3号に規定す

る民法法人を含む。)」を削る。 ,
. ・

.第48条第 9項中「第321条の 8第60項」を「第321条の 8第62項」に、「同条

第60項」を「同条第62項」に改め、同条第 15項中「第321条の 8第69項」を

「第321条の 8第71項」に改める。

附則第10条の 2第 2項中「4分の 3」を「5分の 4」に改め、同条第 3項中

「附則第15条第27項第 1号イ」を「附則第15条第26項第 1号イ」に改め、同条

第4項中「附則第15条第27項第 1号ロ」を「附貝-J第15条第26項第 1号ロ」に改

め、同条第5項中「附則第15条第27項第 1号ノ・」を「附則第15条第26項第 1号

ハ」,みこ改め、同条第 6項中「附則第15条第27項第 1号ニ」を「附則第15条第26

項第 1号ニ」に改め、同条第 7項中「附則第15条第27項第 2号イ」を「附則第

15条第26項第 2号イ」に改め、同条第 8項中「附則第15条第27項第 2号ロ」を
」

・

「附則第15条第26項第 2号ロ」に改め、同条第 9項中′「附則第15条第27項第 2

号ハ」を「附貝1」第15条第26項第 2号ノ・」に改め、同条第10項中′「附則第15条第

27項第 3号イ」を「附則第15条第26項第 3号イ」に改め、同条第11項中「附則
」.

・

第15条第27項第 3号ロ」を「附則第15条第26項第 3号ロ」に改め、同条第12項

中「附貝-」第15条第27項第 3号ハ」を「附則第15条第26項第 3号ハ」に改め、同

条第13項中「附則第15条第34項」を「附貝-J第15条第33項」に改め、同条中第15

項を第16項とし、第14項を第15項とし、第13項の次に次の 1項を加える。

14 法附則第15条第44項に規定する条例で定める割合は、 4分の 3とする。

附則第10条の 3第 8項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住

宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部分」に、

「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、同条第10項中

「特定熱損失防止改修住宅又は」を「特定熱損失防止改修等住宅又は」に、

「特定熱損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損失防止改修等住宅専有部

分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改める。



附則第12条第 1項中「100分の 5」の次に 「(商業地等に係る令和 4年度分

の固定資産税にあっては、100分の2.5) 」を加える。

附 則 ,

(施行期日)

第 1条 この条例は、令和4年 4月 1日から施行する。

(固定資産税に関する経過措置)

第 2条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の南島原市税条例の

規定中固定資産税に関する部分は、令和4年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、令和 3年度分までの固定資産税については、なお従,前の例によ

る 。

1 ′

,

2 令和 2年 4月 1日から令和 4年 3月31日までの間に取得された地方税法等の-

部を改正する法律 (令和4年法律第 1号)第 1条の規定による改正前の地方税

法 (昭和25年法律第226号)附則第15条第2項に規定する施設又は設備に対して

,課する固定資産税については、なお従前の例による。



南島原市税条例の一部を改正する条例 新旧.対照表
新 旧

(寄附金税額控除)
第34条の7 E旅絹砦=の納税義務者が、前年中に法第314条の 7第 1項第 1号及び第 2号
に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を支出した場合には、同項に規定
するところにより控除すべき額 (当該納税義謎努者が前年中に同条第2項に規定する特
例控除瀦象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加
算した金額 以下この項において「控除楓 という。) をその者の第34条の 3及び前
条の規定を適用した場合のE旅辱寄りの額から控除するものとする。この場合において、
当該控除額が当言婿形導例の額を超えるときは、当該控饗窮額は、当該旅程祷りの額に相当
する金額とする。
(1) 次に掲げる寄附金又は金銭
ア~エ (略)

ォ E形学説・法施行令第217条第3号に規定する公樹讃司法人及び公益財団法人に対
する寄附金 (出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、当該法
人の主たる目的である業務に関連するものに限る。)で、県内に蜘晦折又は事業
所を有する法人に対するもの

力 ~ コ (略 )

(2)( 略)・

(略)

(法人の市民税の申告納付)
第郷条 (略)
2~8 (略 ) - -

9 法第321条の 8第62項に規定する特定法人である内国法人は、第 1項の規定によ
り、納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告については、同項の
規定にかかわらず、同条第62項及び施行ま融則で定めるところにより、納税申告書に記
載すべきものとされている事項 (次項扱び第11項において「申告書記載事≠剣 とい
う )を、法第762条第 1号に規定する地方税関係手続調電子情報処理縄織を使用
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(寄附金税巌醗除)
第錫条の7 E形得寄りの納税義罷努者が、前年中に法第314条の 7第 1項第 1号及び第 2号
に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を支出した場合には、同項に規定
するところにより控除すべき額‐(当該納熔尭義誘穿者が前年中に同条第2項に規定する特
例控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加
算した斜視 以下この項において「控除団 という。) をその者の第34条の3及び前
条の規定を適用した場合の所得割の額から控部除霜するものとする。この場合において、
当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該姉繁割の額に相当
する金額とする。
(1) 次に掲げる寄附金又は金銭
ア~ エ (略)

オーE形影脱法施行令第217条第3号に規定する公綴湖司法人及び公益財団法人偏所
得税法施行令の÷部を改正する政令 (平成20年政令第155号)附則第13条第2項
の規定によりなおその効力を有するものとされる改正前の所得税法施行令第217
条第1項第2号及び琉 3号に規定する民法法人を含む。)に対する寄附金 (出資
に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、当該法人の主たる目的で
ある業務に関連するものに限る。)で、県内に事務獅労又は事務所を有する法人に
対するもの
力~ コ (略) ‐

(2)( 略) ・
2 (略 )

、
‐

(法人の市民税の申告納付)
第48条 (略)
2~8 (略 ) ・

.
‐

9 法第321条の 8第60項に規定する特定法人である内国法人は、第 1項の規定によ
り、納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告については、同項の
規定にかかわらず、同条第60項及び施行規則で定めるところにより、納税申告書に記
載すべきものとされている事項 (次項及び第11項において「申告書記載事塊 とい
う。)を、法第762条第 1号に規定する地方税関係手続錦 電子情報処理細織を使用



し、かり、地方税y共同機構 億き1エ項において「機構」という。)-を経由して行う方法
により市長に募謬共することにより、行わなければならない。
10~14 ‐ (略 )

15 第12項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第321条の 8第71項の処
分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの処分又;掘申出書の提出があった
日の翌日以後の第12項前段の期間内に行う第 9項の申告については、第12項前段の規
定は適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認を受けた
ときは、この限りでない。

16 (略) ー

附 則

住宅…附則第15条第2項瞬ぎ1号等の条例で定める割合)
第10条の2 (略)
2 法附則第15条第 2項第 5号に規定する市の米例で定める割合は、5分の4とする。
3 法附則第15条第26項磯き1÷号イに規定する設備について同号に規定する条例で定める
割合は一3分の2とする。
4 法附則第15条第26項第 1号ロに規定する設備について同号に規定する条例で定める
喜捨は、 3分の 2とする。

5 法附則第15条第26項第 1号ハに規定する設備について同号に規定する条例で定める
害恰は、 3分の 2とする。

6 法附則第15条第26境第1号ニに規定する設備について同号に規定する条例で定める
割合は、 3分の 2とする。
7 法附則第15条第26項隊;2号イに規定する設備について同号に規定する米例で定める
割合は、 4分の 3 とする。‐

8 法附則第15条第26項藤;2号ロに規定する設備について同号に規定する条例で定める
割合は、 4分の 3とする。

9 法附則第15条第26項第2号ハに規定する設備について同号に規定する条例で定める
害「拾は、 4分の 3とする。

10 法附則第15条第26項第 3号イに規定する設備について同号に規定する条例で定める
害-拾は、 2分の 1とする。

11 法附則第15条第26項聯;3号ロに規定する設備について同号に規定する宋例で定める
害恰は、 2分の 1とする。

12 法附則第15条第26項第3号ハに規定する設備について同号に規定する条例で定める
‐ 2

し、かつ、地方】税y共同機構 億き11項において「機構」という。) を経由して行う方法

により市長に提肩供ふることにより、行わなければならない。
10~14 (略)

15 第12項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第321条の8第69項の処
分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの処分又は届出書の提出があった
日の翌日以後の第12項前段の期間内に行う第 9項の申告については、第12項前段の規
定0瀬鯛 しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認を受けた
ときは、この限りでない。

16 (略)

附 則

(法P;韻、U第15条第2項磯き1号等の条例で定める割合)
第10条の2 (略)
2 法附則第15条第2境第5号に規定する市の条例で定める割合は、全金盛三とする。
3 法附則第15条第27項第1号イに規定する設備について同号に規定定する条例で定める
割合は、 3分の 2とする。

4 法附則第15条第27項第 1号ロに規定する設備について同号に規定する条例で定める
割合は、 3分の 2とする。

5 油附則第15条第27項髭業1号ハに規定する設備について同号に規定する米例で定める
割合は、 3分の 2とする。

6 法附則第15条第27項第 1号ニに規定する設備について同号に規定する条例で定める
割合は、 3分の 2とする。

7 法附則第15条第27項球g2号イに規定する設備について同号に規定する条例で定める
害-恰は、 4分の 3とする。

8 法附則第15条第27塊第2号ロに規定する設備について同号に規定する条例で定める
割合は、 4分の 3とする。

9 法附則第15条第27項、第2号ゾ・に規定する設備について同号に規定』する条例で定める
割合は、 4分の 3とする。

10 法附則第15条第27項~第3号イに規定する設備について同号に規定する条例で定める
割合は、 2分の 1とする。

11 油附則第15条第27項第3号ロに規定する設備について同号に規定する条例で定める
害恰は、 2分の 1とする。

12 法附則第15条第27項第 3号ゾ・に規定する設備について同号に規定する条例で定める



害恰は、 2分の 1とする。

13 法附則第15条第33項に規定する条例で定める割合は、2分の 1とする。
14 法附則第15条第←41瓢こ規定』する条例で定める害恰は、4分の3どする。
15 (略)
16 (略)

(瀞鰯主宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき申
告 ). ・

r

第10条の3 (略)
2~7 (略 ) . ・ ・

8 法附則第15条の 9第 9項の熱損)失防止改修等住宅又は同条第10項の熱損ソ繁防止改修
等専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第 9項に規定
する熱張)失防止改修工事等が完了した日から3月以内に、

′
次に掲げる事項を記載した

申告書に施行塊則附則第7条第9項各号に掲げる書類を添付して市長に提出‐しなけれ
ばならない。

(1)~(3) Q略)
(4) 熱8貴潟防止改修釘t事等が完了した年月日
(5) 熱張V失防止改修客工事等に要した費用及び令附則第12条第31項に規定する補助金
等 ‐

(6) 熱損挟防止改修工事等が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出する
場合には、 3月以内に提出することができなかった理由 ・

9 (略 ) - , ー

10 法附則第15条の9の2第4項に規定する特定聾犯損決防止改修等住宅又は同条第5項
に規定する特定募烈損決防止改修等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受け
ようとする者は、法附則第15条の9第9項に規定する熱損失防止改修工事等が完了し
た日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行ま期則附則第7条第11項
各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。
(1)~(3)( 略)
(4) 熱損V夷防止改修彦工事等が完了した年月日′
(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第12条第31項に規定する補助金
等
(6) 熱損峡防止改修:工事等が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出する
場合には、3月以内に提出することができなかった理由
11・12 (略)

割合は、 2分の 1とする。

13 法附則第15条第34項に規定する条例で定める割合は、 2分の 1とする。

14 (略)
15 (略)

断築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき申
告 ) -

第10条の3 (略ラ
2~7 (田④ -

8 法附則第15条の 9第 9項の熱損V尭防止改{蟹主宅又は同条第10項の熱張)失防止改修専
有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第 9項に規定する
熱損)失防止改修工事が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書
に施行測則附則第7条第9項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければなら
なし、。

(1)~(3)( 略)
(4) 熱損失防止改修工事が完了した年月日
(5) 熱損失防止改修彦工事に要した費用及び令附則第12条第31項に規定する補助金等

(6) 熱損決防止改修姿1:事が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出する場
合には、3月以内に提出することができなかった理由
9 (略)
10 法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱張)失防止改修住宅又は同条第 5項に
規定する特定柳熱損失防止改須蟹生宅専有部"分について、これらの規定の適用を受けよう
とする者は、油悶限り第15条の9第9項に規定する熱損失防止改修コヒ事が完了した日か
ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行ョ雑則附則第7条第11項各号に
掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。
(1)~(3)( 略) ‐

(4) 熱張決防止改修工事が完了した年月日
(5) 熱損)柴防止改叩彦工事に要した費用及び令附則第12条第31項に規定する補助金等

(6) 搬員失防止改修工事が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出する場
合には、3月以内に提出することができなかった理由
11・12 (略)
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(宅地等に対‐して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の特
例の
第12条 宅地等に係る令和3年度からイ台和5:年度までの各年度分の固定資産税の額は、
当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産
税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定
資産税の課税標準となるべき価格 (当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法
第349条の 3の2の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該列歯開こ同条に定め
る率を乗じて得た…鼠 以下この条において同じ。) に100分の5( 商業地等に係る令
和 4年度分の固定資産税にあっては、100分の2‐5)を乗じて得た額を加算した額 (令
和3年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準g団 (当該宅
地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の 3又は附則第15条から第15条の
3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率
を乗じて得た弓圃 を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき
額とした場合における固定資産税額 (以下「宅地編調整固定資産税挺歳則という。)を
超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。
2~5 (略)

(宅地等に対して課する令和 3年度から令和 年度までの各年度分の固定資産税の特
　　
第12条 宅地等に係る令和3≠年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の額は、
当該宅地等に係る当該年度分の固定街陸糖凋額が、当該宅地等の当該年度分の固定資産
税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定
資産税の課税標準となるべき価格 (当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法
第349条の 3の 2の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該対価格をこ同条に定め
る率を乗じて得た額も以下この条において同じ。) に100分の 5を乗じて得た額を加
算した額 (令和3年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準
欄 (当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は附則第15条
から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該霧頚にこれらの規
定に定める率を乗じて得た…爾 を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標
準となるべき額とした場合における固定資産税斑額 (以下「宅地等調整固定資産荊斑額則
という。)を超える場合にキま 当該宅地等調整固定資産税額とする。

2~5 (略)
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承認第4号

専決処分の承認を求めることについて

(南島原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について)

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号)第 17 9条第 1項の規定に基づき、

別紙のとおり専決処分したので、同条第 3項の規定によりこれを報告し、議会

の承認を求める。

令和 4年 5月 19 日提出′

南島原市長 松 本 政 博



専決第8号

専 決 処 分 書

地方自治法 (昭和 2 2年法律第 6 7号) 第 17 9条第 1項の規定により、南
島原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、,別紙のとおり専決
処分する。

令和 4年 3月 31 日

南島原市長 松 本 政 博



南島原市国民健康保険税条例の÷部を改正する条例,

南島原市国民健康保険税条例 (平成18年南島原市条例第44号)の一部を次のように

改正する。

第 2条第 2項ただし書中「63万円」を「65万円」に改め、同条第 3項ただし書中

「19万円」を「20万円」に改める。

第23条中「63万円」を「65万円」に、「19万円」を「20万円」に改める。

附 ,則

碗ふ行期日)

1 この条例は、令和 4年 4月 1日から施行する。

(適用区分)

2, 改正後の南島原市国民健康保険税条例の規定は、令和4年度以後の年度分の国民

健康保険税について適用し、令和 3年度分までの国民健康保険税については、なお

従前の例による。



南島原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 新旧対照表
‐ ・ 新 ′ 旧 - -

信課税鋤
第2条 (略)
2 前項弟 1号の厘勲繭礎課税額は、世帯主 (前条第 2項の世帯主を除く。)及びその世帯
に属する国民幅飽間網険の被保険者につき算定したE耐得寄り額並びに名窮剰険堵龍均等害雌駁
び世帯別平等害毒頁の合算額とする。ただし、当該姿合算額が65万円を超える場合におい
ては、基礎課税額は、65万円とする。

3 第 1項第2号の後期高齢者支援金竹課税額は、世帯主 (前条第2項の世帯主を除
く。)及びその世帯に属する]窮剰険者につき算定した所得害耀蹴とびに有密剰費者均等割
額及び世帯別羽轄「順の合算額とする。ただし、当該姿合算額が20万円を超える場合に
おいては、後期高齢者支援z斜等鮭課税繍ま、20万円とする。
4 (略) ‐

‐ (国民醐飽廟閑険税の減詞
第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民d麹鞠保険税の納税明鮒謝券者に対して課する国民
健窮剰倹税の額は、第2条第2項本文の題繭仙賑課税額からァ及び に掲げる額を減額し
て得た額 (当該減額して得た額が65万円を超える場合には、65万円)、同条第 3項本
文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額 (当該減額
して得た額が20万円を超える場合には、20万円)並びに同条第4項本文の介護系酬寸金
課税額からオ及び力に掲げる額を減額して得た額 (当該減額して得た額が17万円を超
える場合には、17万円) の合算額とする。 「

(1)~(3)( 略)

信課税勧
第2条 (略)
2 前項磯ぎ1号の塑賑課税額は、世帯主 (前条第 2項の世帯主を除く。)及びその世帯
に属する国民d飽蘭日呆険の有粥測費者につき算定した所得割額並びに叡窮剰険渚拷均等害ー暇汲
び世帯別整繕雌1の合算額とする。ただし、当該姿合算額が63万円を超える場合におい
ては、務賑課税額は、63万円とする。

3 第 1項第 2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主 (前条第2項の世帯主を除
く。)及びその世帯に属する被保険者につき算定したE府影割額並びに被f剰険者鯵勺箪割
額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が19万円を超える場合に
おいては、.後期高齢者支援金臨調鞠頂は、19万円とする。
4 (略)
(国民沈飽粛保険税の減鋤
第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健闘保険税の納税闘義務者に対して課する国民
健男閉業費税の額は、第2条第2項本文の務賑課税額からァ及び【イに掲げる額を減額し
て得た額 (当該減額して得た額が63万円を超える場合には、63万円)、同条第 3項本
文の後期,鼠島右文援金寺疎窃海頁からウ及びエに掲げる額を減額して得た額 (当該減額
して得た額が19万円を超える場合には、エ9万円)並びに同条第4項本文のフ福-謎納付金
課税額からオ及び力に掲げる額を減額して得た額 (当該減額して得た額が17万円を超
える場合には、

、
17万円) の合算額とする。

(1)~(3)( 略)
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議案第2 9号

南島原市議会議員及び南島原市長の選挙における選挙運動の公費負担に
.

1

関する条例の一部を改正する条例について

南島原市議会議員及び南島原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。

令和 4年 5月 19, 日提出

南島原市長 松 本 政 博

提案理由

公職選挙法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの。



南島原市議会議員及び南島原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する
.

・

条例の÷部を改正する条例

南島原市議会議員及び禰島原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例

(平成21年南島原市条例第40号)の÷部を次のように改正する。
. r .

第 4条第 2号ア中「1万5,800円」を「1万6,100円」に改め、同号イ中「7,560円」

を「7,700円」に改める。

第9条中「7円51金塊 を「7円73金蘭 に改める。

第13条中「525円 6銭」を「541円31銭」に、「31万500円」を「31万6,250円」に改

める。

附 則

施々行期日)

1 この条例は、公布の日から施行する。

(適用区分) 、

2 .この条例による改正後の南島原市議会議員及び南島原市長の選挙における選挙

運動の公費負担に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示

される選挙から適用する。



南島原市議会議員及び南島原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例 新旧
対照表

新 旧

G選挙運動用自動車の使用の公費の支払)
第4条 市;ま 候補者 (前条の規定による届出をした者に限る。)が同条の契約に
基づき当該契約の相手方である÷機乗用旅客自動車運送事業諸者その他の者 (以下
「1 甥き用旅客自動車運送事業諸者等」という。) に支払うべき金額のうち、次の
各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を、第2条ただし書に規定する要
件に該当する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車運送事業諸者竺からの請求に基
づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業渚者等に対し支払う。
(1)( 略 ) . ・

(2) 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる区分に応じ、
それぞれに定める金額
ア 当該契約が選挙運動用自動車q筒入れ契。約 (以下「自動車借入れ契卵約」と
いう。)である場合 当該刻障運動用自動車 (同一の日において自動車借入
輝懸勺により2台以上の選挙運動用自動車が使用される場合には、当該刻庚補
者が指定するいずれか1台の選愛挙運動用自動車に限る。)のそれぞれにつ
き、選挙運動用自動車として使用された各日についてその使用に対し支払う
べき金額 (当該金額が 1万6,100円を超える場合には、 1万6100円) の合計

　
イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃棒斗の供給に関する契約である場合 当該
契約に基づき当該刻蝉運動用自動車に供給した燐率卿〉代金 (当該腕睡挙運動用
自動車 にれに代わり使用される他の選挙運動用自動車を含む。)が既に前
条の規定による届出に係る契ヲ約に基づき健共給を受けた燃料の代金と合算し
て、7,700円に当該刻戻補者につき法第86条の 4第 1項、第 2項、第 5項、第

6項又磯第8項の規定による候補者の届出のあった日から当該変睦挙の期日の
前日 (法第100条第 4項の規定により投票を行わないこととなったときは、
法第100条第 5項の規定による告示の日。第 6条において同じ。) までの日
数を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額であることにつき、委員会の
定めるところにより、当該刻庚補者からの申請に基づき、委員会が確認したも

G選挙運動用自動車効吏用の公費の支払)
第4条 市は、1戻補者 (前条の規定による届出をした者に限る。)が同条の契約に
基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運送事業諸者その他の者 (以下
「一般乗用旅客自動車運送電業者等」という。) に支払うべき金額のうち、次の
.各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を、第2条ただし書に規定する要
件に該当する場合に限り、当該1機乗用旅客自動車運送事業堵等からの請求に基
づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業渚者等に対し支払う。
(1)( 略 ) - -

(2) 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる区分に応じ、
それぞれに定める金額
ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契珠句(以下「自動車借入市製。約」と
いう。)である場合 当該刻弾運動用自動車 (同一の日において自動車借入
輝黙勾により2台以上の選巽挙運動用自動車が使用される場合には、当動調庚補
者が指定するいずれか1台の選挙運動用自動車に限る。)のそれぞれにつ
き、選挙運動用自動車として使用された各日についてその使用に対し支払う
べき金額 (当該庭瀬頁が 1万5,800円を超える場合には、 1万5 800円) の合計　
イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃串永の供孫冶に関する契約である場合 当該
契約に基づき当該爽愛挙運動用自動車に供給したと燃料の代金 (当該選巽挙運動用
自動車＼にれに代わり使用される他の選挙運動用自動車を含む。)が既に前
条の規定による届出に係る契約に基づき供給を受けた燃料の代金と合算し
て、7 560円に当該劇餅甫者につき法第86条の4第 1項、第 2項、第 5項、第
6項又磯第8項の規定÷による候補者の届出のあった日から当該繋1呈挙の期日の
前日 (法第100条第 4項の規定により投票を行わないこととなったときは、
法第100条第 5項の規定による告示の日。第 6条において同じ。) までの日
数を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額であることにつき、委員会の
定めるところにより、当該刻庚補者からの申請に基づき、委員会が確認淋したも
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のに限る。)

ウ (略)

G選挙運動用ビラの作成の公費の支払)
第9条 市は、候補者・(前条の規定による届出をした者に限る。)が同条の契約に
基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべき金額のう
ち、当該契約に基づき作成された縄弾運動用ビラの1枚当たりの作成単価 (当該
作成単価が7円73銭を超える場合には、7円73銭) に当該選挙運動用ビラの作成
枚数 (当該候補者を通じて、法第1甥条第1:項夏第6号に定める枚数の範囲内のも
のであることもこっき、委員会の定めるところにより、当該劾庚補者からの申請に基
づき、委員会が確認義したものに限る。) を乗じて得た金額を、第 7条後段におい
て準用する第2条ただし書こ規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作
成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払
つ。

(選挙運動用ポスターの作成の公費の支払)
第13条 市は、也欝甫者 (前条の規定による届出をした者に限る。)が同条の契約に
基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべき金額の
うち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの 1枚当たりのf同義単価
(当該弼同成単価が541円31銭に当該選巽挙におけるポスター掲示場の数を乗じて得
た金額に31万6,250円を加えた金額を当該選塾挙におけるポスター掲示場の数で除
して得た金額 (1円未満の立鎚効まある場合には、その端数は、 1円とする。以下
「単価の限度額則 という。) を超える場合には、当該単価の=則鰹胸 に当該選巽挙
運動用ポスターの作成枚菱敦 (当該刻庚補者を通じて、当該亥巽挙におけるポスター掲
示場の数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員会の定めるところ
により、当該刻戻補者からの申請に基づき、委員会が鞠認したものに限る。) を乗
じて得た金額を、第11条後段において準用する第2条ただし書に規定する要件に
該当する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当
該ポスターの作成を業とする者に対し支払う。

のに限る。)

ウ (略)

鰹準運動用ビラの作成の公費の支払)
第9条 市は、候補者 (前条の規定による届出をした者に限る。)が同条の契約に
基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべき金額のう
ち、当該契約に基づき作成された鼓巽挙運動用ビラの1枚当たりの作成単価 (当該
f同義単価が 7円51銭を超える場合には、 7円51金弱 に当該選挙運動用ビラの作成
枚数 (当該刻庚補者を通じて、法第1嬢条第 1項第6号に定める枚数の範囲内のも
のであることにつき、委員会の定めるところにより、当該獅戻補者からの申請に基
づき、委員会力確認したものに限る。) を乗じて得た金額を、第 7久後段におい
て準用する第2条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作
成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払
つ。

‐
‐

佳愛幾運動用ポスターの作成の公費の支払)
第13条 市は、候補者 (前条の規定による届出をした者に限る。) が同条の契約に
基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべき金額の
うち、当該契約に基づき作成されたa竪拳運動用ポスターの1枚当たりの作成単価
(当該弼乍成単価が525円6銭に当該選巽挙におけるポスター掲示場の数を乗じて得
た金額に31万500円を加えた金額を当該選巽戦こおけるポスター掲示場の数で除し
て得た金額 (1円未満の端数がある場合には、その端数は、 1円とする。以下
「単価の限度碗 という。)を超える場合には、当該単価の=艶鱗濁 に当該紫愛挙
運動用ポスターの作成を湧安 (当該刻庚補者を通じて、当該選巽挙におけるポスター掲
示場の数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員会の定めるところ
により、当該刻餅補旧者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。) を乗
じて得た金額を、第11条後段において準用する第2条ただし書に規定する要件に
該当する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当
該ポスターの作成を業とする者に対し支払う。

- 2 ー



議案第3 0号

財産の処分について (堂崎港埋立地)

次のとおり財産を処分するため、南島原市議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例 (平成 18 年南島原市条例第4 0号)第 3条の

規定に基づき、議会の議決を求める。

1 処分する財産の内容

土 地 - ・

所在地番 南島原市有家町大苑字潰2 0番 14

地目 雑種地,

面積 41,2 0 2.3 8平方メー トル

2 売払の方法 随意契約

3 売払価格 191,5,91,0 6 7 円

4 契約の相手方 島原市萩原二丁目519 2番地 1

島原雲仙農業協同組合

代表理事組合長 苑田 康治

令和 4年 5月 19 日提出

南島原市長・松 本 政 博

提案理由

対象の土地の予定価格が 2,0 0 0万円以上で、面積が 5,0 0 0平方メー

トル以上のため、南島原市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分



に関する条例第 3条の規定により、議会の議決を経る必要があるため。



「この地図は、回想報国院長の源腿を博て、岡魔発行の5万分のi地形図を歯製したものである. 物肉秘番野平17九枚、第394号)」 ず辞本市長嶺東2‐1‐24五(096)388‐0029(卿乙蚊印胴社
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土地の所在 南島原市有家町大苑字演

地 番 i イ)2〇-14
NO 標 識 Xn Y n 距 離
70 -3 62「.948 7 -5.384 42. 97
イー.'

(金 属 鋲) -3 62
・
‐685 7 5.969 . 35. 43

86 (プラスチック杭) . ‐3 62L1‐433 7 =9‐897 0. 01
85 (プラヂスチツク杭) ‐3 62〔・.721 89;:9.984 1. 00
84 (ブラヂスチツク杭) ‐3 62 ト.200 89{;1.707 0. 00
83 (フラ;スチツク杭) -3362(・.721 89;:1.562 63. 18
82 (ブうテスチック杭) ‐‐3 61≦ .234 789!12‐748 5. 85
81 (プiラスチツク杭) -3 6“. -868 789≦7‐673 249‐ 69
80 (プラ;スチツク杭) ‐3 64 I‐926 . 9α 0‐376 5‐ 28
79 (ブi;スチック抗) ‐3 64こ .889 90毛;7.723 152. 36
78 (5E 風 鋲) ‐‐3 64 EI.024 789;.1.712 5. 51
77 (≦≧風 鋲) ‐3 64 ‐450 789 6.907 240. 61
76 (プラスチック杭) - -3 62 8.269 ・7 88‘,7.350 0.201
A75 (プラスチック杭) -3 62 8‐211 788‘7.542 1‐800
A74 (プラスチック杭) -3 62 6.488 788‘,7.021 0.201
A73 -3 62 6. 16 788‘,6.829 6.009
A72 ‐362 0.539 788」6.983 6.175
A71 . -3 6235.534 788 0.599 ‐ 5.980

合 計 1 12404.7 57 -3
合 育+ 面 積 l 1つnっ -、ハこり「15

地 積 i ′ ‘1202.3 雨

地 番 l ロ)20 ‐18
VO 標 識 . XXn Yn 距 定住
36 -3. 321‐OJI 7885 .4 43 37‐ 44
37 -3. 331‐881 7 82 .8 68 79‐ 66
2〕56 (プラスチック杭) -3E 255‐810 7879 .8 ;3 .9‐ 99
28 (プラスチック杭) -3{ 251.1,6 ′ /9 .3 )0 32. 77
29 -3E 241.9:,3 7882 .9 ,‘7 6.:::l33
30 -3E 241.7.7 7 82 .2 !-7 ・6‐;:" 66
31 ー3E 244.7〔O 883 .8 ぬ 5. 1 22
32 (金 属 鋲) ‐3E 249‐8‘4 83 ‐9 7 0・4÷00
33 (プラスチック杭) -3E 249.910 7 83 ‐584 1. ; 00
34 (プラスチック杭) -3E 251.6 3 7 83 ・0,-5 0・‘;1 0
35 (プラスチック杭) -3E 251.5 ,7 83 .4 ::8 72. il88

ロ‐ 計 6391.7 9 76
合 計 『積 3195.8 9 38 0

・ i 積 3195.8 m'

作成者瓢総 零 墾難解『豊査士富 も縮尺 申請人 南島原市長松本政博 縮尺ソ

地 番 l′、)20 ‐19
NO 標 識 〉rn Yn 距 准
A36

-;
;:1321.081 「8J,.11.'・ 7.443 3 .601

A90 56‐117 8 8.031 ‐900
A87 -;;:-356.956 18E 5.255 .800
A88 -{01 365‐380 マF81G 7.801 .899
A89 ー -{急 364.541 :8 . 0.576 3 .599
A39 ;;.-399.575 「8も 1.163 3 .165
A38 ;31 410.325 81. 5-587 8 .999
A37

ゴ
ー::‘331.831 マ8も 1.868 3 .164

合 計 6043‐6tULL 0 '

合 計 面 積 3021.9 ‘00 25
地 積 3021.9 ‘ mo

地 肴昏 1(二)20一20
N 0 1 標 識 . Xn Y イイ

.
距 離

A 7 1 . - 6356‐956 ′U UU二255 2.900
A 0 1 6356.117 78 68.031 8.800
・A 9 1 - 6364‐541 ′8- 70.576 2.899
A 8 1 - ;6365.380 78;67.801 8.800

合 言十 51.Ud 乙 /3 .

合 計 面 積 25.51 6‘865
地 キ責 25.51 mi

地 番 ーホ)20一21
N O 標 識 Xn Y 足巨 准
507 金 属 鋲 ー3 6bU′‐665 ′じげ z.785 ・I .116
2058 (金 属 鋲) ▲ -3 6497.981 7B8 9.859 000
2057 (プラスチック杭) -3 6495.337 ′′

uoじ 1.276 8 .809
A38 →36410.325 788 5.587 3 .165
A39 ‐‐36399.575 ′0 ー.163 8 ‐802
A40 (金 属 鋲 ‐3 6481.709 78 5‐982 .510
A41 (金 属 鋲 -3 6486.566 789 3.380 2 990
A42 (金 属 鋲 ‐3 6493.507 7 0.416 I‐343
A43 (プラスチック め ‐‐36504.365 7 3.697 I 400

口合 計 6910,05 2
.

合 計 面 積 3455‐02 5 lo
. 雑也 積 3455.02 可

〆±也 壱昏 1( へ)20 ‐22
NO 標 識 Xn Yn 距 離
A43 Lブフスチツク航) ‐36504 ‐365 78883‐697 11.343
A42 (金 属 鋲 ‐36493 ‐507 78880.416 23.990
A41 (金 属 鋲 ‐36486.566 78903‐380 11.338
A44 (金 属 鋲 ‐36497‐419 78906.661 23‐,992

合 計 l 544.134651
合 計 面 積 1 272‐0673255
ま也 積 1 272・06 m

00692
四角形

00692
四角形

00692
線



議案第 31 号

令禾ロ4年度南島原市一般会計補正予算 (第 2号)

令和 4年度南島原市の一般会計補正予算 (第 2号) は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正)

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,211,16 9千円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ‐

3 0, 9 3 6, 7 6 8 千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1表歳入歳出予算補′
、 .

正三」による。

令和 4年 5月 19 日提出

南島原市長 松 本 政 博



ー第 1 表 歳‐入 歳 出 予 算 補 正
歳 .入 単位 :千円

款 項 . 補正前の額 補正額 計

15.国庫支出金
.

4,479,562 86,265 4,565/827

2. 国庫補助金 1,4 417,483 86,265 1,533,748

16.県支出金 2,655,618 885J 875 3,541,493

2. 県補助金 、
867,667 ′ 885,875 1,753,542

17.財産収入 , 35,160 191,591 226,751

2‐財産売払収入 2 ‐191,591 191,593

19‐繰入金 、
1,121,246 47,438 1,168,684

2.基金繰入金 1,121,245 47,438 1,168,683

歳 入 合 計 - 29,725,599 1,211,169 30,936,768

- 1 -



- 2 -

歳 出
款 項 - - 補正前の額 補正額 計

2. 総務費 3,919,267 236,689 4/155,956

1.総務管理費 3,142,866 236,689 3,379,555

3. 民生費 10,282,271 83,605 10,365,876

2.児童福祉費 4,018,018 83,605 4,101,623

6.農林水産業費 1,903,205 890,875 2,794,080

1.農業費 1,642,344
‐

890,875 2,533,219

歳 出 ′ 合 計 29,725,599 1,211,169 30,936,768

単位 :千円



南島原市一般会計補正予算に関する説明書



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
1 総 , 括
(歳 入) 単位 :千円

款 補正前の額 ・ 補正額 計
15.国庫支出金 4,479,562 86,265 . 4,565,827

16.県支出金 2,655,618 885,875 3,541,493

17.財産収入 35,160 191,591 226,751

19. 繰入金 1,121,246 47,438 1,168,684

歳 入 合 計 29,725,599 1,211,169 30,936,768

- 1 -



- 2 ー

単位 :千円(歳 出)

款 ‐補正前の額 補正額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 ‐ 一般財源
国県支出金 地 方 -債 そ の 他

2.総務費 3,919,267 236,689 4,155,956 ‐0 ・ 0 191,591 45,098

3. 民生費 10,282,271 83,605 10,365,876 86,265 - - 0 0 △ 2,660

6.農林水産業費 1,903,205 890,875 2,794,080 885,875 0 ‐ 0 5,000

歳 出 合 計 29,725,599 1,211,169 30,936,768 972,140 0 191,591 47,438



2 歳 入 ,

(款) 15国庫支出金 (項) 2 国庫補助金 単位 :千円

目 補正前の額 補 正 額 計 節
説 明

区 分 金 額
2.民生費国庫補助金 235,528 86,265 321,793 2.児童福祉費国庫補

助金
86,265 こども未来課 86,265

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

86,265

計 1,447,483 86,265 1,533,748

(款) 16県支出金 (項) 2県補助金
4.農林水産業費県補助金 444,573 885,875 1,330,448 1.農業費県補助金 885,875 農林課 L 885,875

長崎県強い農業づくり総合支援交付金 885,875
計 867,667 885,875 1,753,542

1.不動産売払収入 I 191,591 191,592 1.土地売払収入 191,591 管財契約課 191,591

土地売払収入 191,591
計 ‐ 2 191,591 191,593

ー r

(款) 17財産収入 (項) 2財産売払収入

(款) 19繰入金 (項) 2基・金繰入金
1.財政調整基金繰入金 685,602 47,438 733,040 1.財政調整基金繰入

金 ・

47,438 財政課 47,438

財政調整基金繰入金 47,438
計 1,121,245 ・ 47,438 1,168,683 ・

r・ー
.

・ ・ '

- 3 ー



ー 4 -

3 歳 出
(款) 2.総務費 (項)1. 総務管理費

目 補正前の額 補 正 額 ′ 計

補 正 額 の 財 源 内 訳 . 節
事 業 説 明特 . 定 財 源、 一般財源

区分 金額国県支出金 地方債 その他

5.財産管理費 427,043 236,689 663,732 ‐ 191,591 45,098 16.公有財産購入

費
236,689 公有財産管理費 236,689

管財契約課 236,689

土地購入費 236,689

計 3,142,866 236,689 3,379,555 191,591 . 45,098

単位 :千円

(款) 3. 民牛費 (項) 2.児童福祉費

1.児童福祉総務

費
366,717 0 - 366,717 2,660

′
△ 2,660 0財源組替

2.児童措置費 3,439,984 83,605 3,523,589 ‐83,605
-

-

.

-

-

・

.

.

・

‐

、

‐

ノ

:

.

10. 需用費 241児童手当支給事業 52,456

こども未来課 52,456

消耗品費 161

通ィ罰運搬費 90
手数料 105

その他業務委託料 1,000

子育て世帯生活支援特別給付金 51,100

児童扶養手当支給事業 31,149

こども未来課 31,149

消耗品費 80

通信運搬費 55
手数料 64

その他業務委託料 450

子育て世帯生活支援特別給付金 30,500

11. 役務費 314

12. 委託料 1,450

19‐扶助費 81,600

計 4,018,018 83,605 4,101,623 86,265 △ 2,660
、

(款) 6.農林水産業費 (項)1. 農業費

3.農業振興費 470,625 890,875 1,361,500 885,875 5,000 18.負担金補助及

び交付金

890,875 強い農業づくり総合支援交付金事業 890,875

農林課 890,875

強い農業づくり総合支援交付金事業費補助金
890,875

計 1,642,344 890,875 2,533,219 885,875
ー

5,000 、
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費、並びに、JA島原雲仙の集出荷施設整備事業に対する強い

農業づくり総合支援交付金事業費補助金に要する経費を計上い

たしました。

①低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

事業に要する経費 8,3 6 0万 5千円

②堂崎港埋立地土地購入に要する経費

2億 3,6 6 8万 9千円

③ 強い農業づくり総合支援交,付金事業費補助金に要する経費

8億 9,0 8 7万 5千円

これを令和 3年度 6月補正後予算と比較すると、

一般会計 6億 2,13 0万 6千円の増

となり、伸び率は、

‐一般会計 ー2.0% の増

となっています。

◎令和4年度 南島原市一般会計補正予算 (第2号)(案)

の概 要 . -

今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症による影響が

長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面する低所得の子育

て世帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行うため、子

育て世帯生活支援特別給付金事業に要する経費を計上いたしま

した。
‐

・

また、堂崎港埋立地を土地開発基金から購入するための経

その結果、令和 4年度第 2号補正予算の総額は、

一般会 計 ‐
、
‐ 12 億 1,116 万 9 千 円

で、これを現計予算と合算すると、

一般会計 3 0 9億 3,6 7 6万 8千円

となります。
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◎令和4年度 南島原市補正予算 (案)の総額

会計別補正予算内訳表

令和 4年度

現計予算額

A

令和 4年度

補正予算額
(案)
B

令和 4年度

補正後予算額

C(A+B)

令和3年度

6月補正後予算額

D

増減額

E(C-D)

増減率

(E/D)

補正予算の主な内容

一般会計 ①

重 点

そ の 他

公 ,債 費

29,725,599 1,211,169 30,936,768 30,315,462 621,306 2‐O

児童手当支給事業 52,456
児童扶養手当支給事業 31,149
強い農業づくり総合支援交付金事業費補助金 890,875
堂崎港埋立地土地購入事業 236,689

重 点 3,127,217 O 3,127,217 2,813,181 314,036 11.2

そ の 他 23,749,244 1,211,169 24,960,413 24i 648,016 312,397 1.3

公 ,債 費 2,849,138 O ,2,849,138 2,854,265 ▲ 5,127 ▲ 0.2

国民健康保険事業特別会計 8,065,838 O 8,065,838 8,030,691 35,147 0.4
,
.

・

後期高齢者医療特別会計 757,941 O 757,941 697,646 60,295 8‐6

▼

▼

・

特別会計合計 ② 8,823,779 O 8,823,779 8,728,337 95,442 1.I

水道事業会計 1,946,095 O
‐
1,946,095 1,901,937 44,158 2.3 ′

・ ・

下水道事業会計 872,896 O 872,896 866,609 6,287 0.7 ・

企業会計合計 ③ 2,818,991 O 2,818,991 2,768,546 50,445 1‐8
・

合計 (①+②十③) 41,368,369 1}211,169 42,579,538 41,812,345 767,193 1.8

:千円

企業会計の予算額は収益的支出と資本的支出の合計額となります。



◎令和 4年度 一般会計補正予算 (第2号)( 案) 歳入内訳

年 度

款 別

令和 4年度
現計予算額 -

① 構成比

令和 4年度
補正予算 (第2号)
(案)

② 構成比

令和 4年度
補正後予算額

-③ 構成比

令和3年度
6月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率
補正予算の主な内容令和 4年/令和 3年

③-④ ⑤ ⑤/④構成比 構成比 構成比 構成比 ⑤/④
1市 税 3,312,206 11.I 3,312,206 10.7 3,261,351 10.8 5Q,855 1.6

・
‐ . ‐

′

2地 方 譲 与 税 263,362 0.9 263,362 0.9 238,284 0.8 25,078 10.5

3利 子 割 交 付 金 1,800 0.0 ′ 1,800 0.0 2,000 0.0 ▲ 200 ▲ 10.0

4配 当 割 交 付 金 8,000 0.0 8,000 0.0 8,000 0.0 0 0.0 . ・

5株式等譲渡所得割交付金 7,000 0.0 7,000 0‐0 7,000 0.0 0 0.0
- - ・

6法 人 事 業 税 交 付 金 25,000 0.1 25,000 0.I 7,600 0.0 17,400 皆増
.

‐

7地 方 消 費 税 交 付 金 1,048,000
‐
3.5 1,048,000 3.4 910,000 3.O ・138,000 15.2

8 ゴル フ場利用税交付金 5,000 0.0 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0

9環 境 性 能 割 交 付 金 15,000 0.1 15,000 0.0 11,000 0.0 4,000 36‐4

10地 方 特 例 交 付 金 14,000 0.0 、 14,000 0.0 41,228 0‐2 ▲ 27,228 ▲ 66.O . ‐

11地 方 交 付 税 12,500,000 42.I 12,500,000 40.4 12,100,000 39.9 400,000 3.3

12交通安全対策特別交付金 4,000 0.0 4,000 0‐0 4,000 0.0 ‐0 0.0

13分 担 金 及 び 負 担 金 65,980 0.2 65,980 0.2 63,150 0.2 2,830 4.5

14使 用 料 及 び 手 数 料 496,217 1.7 496,217 1.6 520;634 1‐7 ▲ 24,417 ▲ 4.7

15国 庫 支 出 金 4,479,562 15.1 86,265 7.I 4,565,827 14.、8 4,052,853 13.4 512,974 12.7 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 86,265

16県 支 出 金 2,655,618 8.9 885,875 73.2 3,541,493 11.5 2,976,036 9.8 565,457 19.O 長崎県強い農業づくり総合支援交付金885,875

17財 産 収 入 35,160 0.I 191,591 15.8 226,751 0.7 37,737 0‐I 189,014 500.9 土地売払収入 191,591

18寄 附 金 701,351 2.4 701,351 2.3 1,021,503 3‐4 ▲ 320,152 ▲ 31.3

19 繰 ノ 入 金 1,121,246 3.8 47,438 3.9 1,168,684 3.8 1,692,741 5.6 ▲ 524,057 ▲ 31.O 財政調整基金繰入金47,438

20繰 越 金 I 0.0 ‐ ・ I 0.0 I 0‐0 0 0.0 .

・

21諸 収 入 247,496 0.8 , 247,496 0.8 316,0 4 1.I 」L 68,548 ▲ 21.7

22市 債 2,719,600 9.2 2,719,600 8‐8 3,039,300 10.0 ▲ 319,700 ▲ 10.5 ・

合 計 29,725,599 100.0 1,211,169 100.0 30,936,768 100.0 30,315,462 100.0 621,306 2.O ‐

・

(単位 :千円
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◎令和 4年度 一般会計補正予算 (第2号)( 案) 歳出目的別内訳

(単位 :千円、%)
年 度

款 別 ・

令和4年度
現計予算額 ・

.① 構成比

令和4年度
補正予算 (第2号)

(案 ) -

② 構成比

令和4年度
補正後予算額

③ 構成比

令和3年度
6月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率
補正予算の主な内容令和4年/令和 3年

③ー④ ⑤ ⑤/④構成比 構成比 構成比 ⑤/④構成比

1議 会 費 214,368 0.7 ・
.

0.0 214,368 0.7 193,845 0.6 20,523 10.6

2総 務 費 3,919,267 13.2 236,-689 19.5 4,155,956 13.4 3,981,053 13.I 174,903 4.4 土地購入費 236,689

3民 生 費 10,282,271 34.6 83,605 6.9 10,365,876 33.5 10,371,112 34.2 」L 5,236 ▲ 0.1 児童手当支給事業52,456児童扶養手当支給事業31,149

4衛 生 費 2,767,448 9.3 0.0 2,767,448 9.O 2,738,397 9.O 29,051 1.I

5労 働 費 533 0.0 0‐0 533 0.0 533 0.0 0 0‐0

・

6農 林 水 産 業 費 1,903,205 6.4 890,875 ‐ 73.6 2,794,080 9.O 2,037,387 6.7 756,693 37.I
強い農業づくり総合支援交付金事業費補助金890,875
(補助 885,875千円、単独 5,000千円)

7商 工 費 761,193 2.6
・

‐ 0.0 761,193 2.5 ‐ 739,506 2‐4 21,687 2.9

8土 木 費 3,206,383 10.8 0.0 3,206,383 10.4 2,411,095 8.O 795,288 33.O .

- .

9消 防 費 1,336,137 4‐5 0.0 1,336,137 4.3 1,269,865 4.2 66,272 5.2

10教 育 費 2,363,892 7.9 0.0 2,363,892 7.6 3,593,383 11.9 ▲ 1,229,491 ▲ 34‐2

11災 害 復 旧 費 71,764 0.2 ‐ 0.‐0 71,764 0.2 75,021 0.3 」L'3,257 ▲ 4‐3

・

＼

12公 債 費 2,849,138 9.6 0.0 2,849,138 9.2 2,854,265 9.4 ▲ 5,127 ▲ 0.2 ′
-

・

13予 備 費 50,000 0.2 0.0 50,000 、0.2 50,000 .0.2 0 0.0

合 計 29,725,599 100.0 1,211,169 100.0 30,936,768 100.0 30,315,462 100.0 621,306 2.O
‐



◎令和 4年度 一般会計補正予算 (第2号).(案). 歳出性質別内訳

年 度

性質別

令和4年度
現計予算額

① 構成比

令和4年度
補正予算 (第2号)

(案 ) .

② 構成比

令和4年度
補正後予算額

③ 構成比

令和3年度
6月補正後予算額

④ 構成比

増減額・率

補正予算の主な内容令和4年/令和 3年

③-④ ⑤ ⑤/④構成比 構成比 構成比 構成比 ⑤/④
1人 件 費 4,632,907 15.6 ‐ 0.0 4,632,907 15.O 4,570,574 15.1 62,333 1.4 r

、

2物 件 費 ‐ 4,034,913 13.6 2,005 0.2 4,036,918 13.O 4,039,506 13.3 ▲ 2,588 ▲ 0.1 子育て世帯生活支援特別給付金事業事務費2,005(ひとり親世帯649、その他世帯1,356)

3維 持 補 修 費 30,535 ‐ 0.I 0.O 30,535 0.1 32,333 0.I ▲ 1,798 ▲ 5.6

4扶 助 費 . 6,091,140 20.5 81,600 6.7 6,172,740 19.9 6,132,172 .20.2 40,568 0.7
子育て世帯生活支援特別給付金81,600
(ひ とり親世帯 30,500 、その他世帯 51,100)

5補 助 ・費 等 4,611,331 15.5 ・ 0.0 4,611,331 ,14.9 4,756,149 15.7 ▲ 144,818 ▲ 3.O
. ・

6普 通 建 設 事 業

(1)補 助 事 業

(2)単 独 事 業

(3)県営事業負担金

4,335,905 14.6 1,127,564 93.1 5,463,469 17.7 4,653,316 15.4 810,153 17.4

(1)補 助 事 業 2,441,209 8.2 885,875 73.1 3,327,084 10.8 1,761,276 5‐8 1,565,808 88.9 強い農業づくり総合支援交付金事業費補助金 885;875

(2)単 独 事 業 1,751,185 5.9 241,689 ‐ 20.O 1,992,874 6.4 2,697,887 8.9 ▲ 705,013 ▲ 26.1 土地購入費 236,689
強い農業づくり総合支援交付金事業費補助金 5,000

(3)県営事業負担金 143,511 0.5 0‐0 143,511 0.5 194,153 0.7 ▲ 50,642 ▲ 26.1

7災 害 復 旧 費

(1)補 助 事 業

、 (2)単 独 事 業

(3)県営事業負担金

71,764 0.2 ‐0 0.0 71,764 0.2 75,021 0.2 ▲ 3,257 ▲ 4.3

(1)補 助 事 業 0.0 0.O O 0.O O 0.0 0 0.0

(2)単 独 事 業 71,764 0.2 0.0 71,764 0.2 75,021 0.2 ▲ 3,257 ▲ 4L3

(3)県営事業負担金 0.O 0.O 0 0.0 0 0.0 O 0.0

8公 債 費 ‐2,849,138 9.6 0.O 2,849,138 9.2 ,2,854,265 9.4 ▲ 5,127 ▲ 0.2 .

・ ‐

9積 立 金 362,623 1.2 0.0 - 362,623 1.2 523,643 1.7 ▲ 161,020 ▲ 30.7
. ・

10投資及び出資金 0 0.O 0.O 0 0.0 10,000 0.0 ▲‐10,000 皆減
・

▼

11貸 付 金 25,000 0.I 0.0 25,000 0.I 25,000 0‐1 0 0.0

・

12繰 出 金 2,630,343 8.8 0.O 2,630,343 8.5 2,593,483 8.6 36,860 1.4 ・

13予 備 費 50,000 0.2
′

-
0.0 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0‐0

合 計 29,725,599 100.O 1,211,169 100.0 30,936,768 100.0 30,315,462 100.0 621,306 2.O ‐
・

に
U



令和 4年度 南島原市一般会計補正予算 (第2号)(案)

主な計上事業の概要



総務費 P4 民生費 P4

公有財産管理費 児童手当支給事業

L補正の理由 l 1補正の理由 l
市有地を民間事業者に売り払うため、令和 3年度に長崎県から払い下げを受ける際、
土地開発基金で受け入れた堂崎港埋立地について、土地開発基金から購入するため。

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面
する低所得の子育て世帯に対し、早急に実情を踏まえた生活の支援を行うため。

1 補正予算の内容 l L 補正予算の内容 l
土地開発基金からの土地購入面積等
50,900.83 Id 、 236,688,859 円

うち、売却予定面積等
41,202.38 話 、.191,591,067 円

支給対象者 :令和 4年度 4月分の児童手当又は特別児童扶養手当の受給者で、令和
4年度分の住民税均等割が非課税の子育て世帯 --
(児童扶養手当受給者を除く)

対象児童 :18歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある児童 (障害児の
場合は20歳未満)

給 付 額 :児童一人当たり一律 5万円

1 補正予算事業費 1 ー補正予算事業費 1
(単位 :千円)

事業費
‐財源、内訳

事業費の内訳 、
国費 県費 市債 その他 一般財源

236,689 191,591 45,098 土地購入費 236,689千円

(単位 :千円)

事業費
財源内訳

事業費の内訳
国費 県費 市債 その他 一般財源

52,456 52,456 0

子育て世帯生活支援特別給
付金 51,100、その他業務委

託料 1,000 ほか

【その他】土地売払収入 191,591千円 【国費】新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 52,456千円

1 事業費の推移 1 1 事業費の推移 1
(単位 :千円)

現計予算額 補正額 ・ 補正後の予算額

8,239 236,689 244,928

単ィ立:千円)

現計予算額 補正額 補正後の予算額

581,760 52,456 634,216

L事業担当課 1 管財契約課 1事業担当課 1 こども未来課

7
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民生費 P4

児童扶養手当支給事業

1補正の理由 l 1補正の理由 l

農林水産業費 P4

強い農業づくり総合支援交付金事業

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面
する低所得の子育て世帯に対し、早急に実情を踏まえた生活の支援を行うため。

JA 島原雲仙の集出荷施設整備事業に係る支援として、強い農業づくり総合支援交付
金事業費補助-金を交付するため。

1 補正予算の内容 l 1 補正予算の内容 l

全体事業費 2,794,000 千円
うち補助対象 1,865,000 千円
補助金額 890,875 千円 (県費 885,875 千円、市単独 5,000 千円)

支給対象者 :令和4年度4月分の児童扶養手当受給者
対象児童 :18歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある児童 (障害児の

場合は 20歳未満)
給 付 額 :児童一人当たり一律 5万円

1 補正予算事業費」
(単位 :千円)

事業費
.財源、内訳

事業費の内訳
国費 県費 市債 その他 一般財源

31,149 31,149 0

子育て世帯生活支援特別給
付金 30,500、その他業務委

託料 450ほか

【国費】新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 31,149千円

1 補正予算事業費 l
(単位 :千円)

事業費
財源内訳

事業費の内訳
国費 県費 市債 そのf也 一般財源

890,875 885,875 5,000

強い農業づくり総合支援交
付金事業費補助金 890,875

【県費】強い農業づくり総合支援交付金事業費補助金 885,875千円

1 事業費の推移 l
単位 =千円)

現計予算額 補正額 補正後の予算額

18L663 ‐31,149 212,812

1事業担当課 1 こども未来課

1 事業費の推移 l
単位 r千円)

・ 現計予算額 補正額 補正後の予算額

O 890,875 890,875

1事業担当課」 農林課


